育児休業規程
（目的）
第１条　　育児休業法に基づき、育児休業と育児短時間勤務についての規程を設けます。
（適用対象者）
第２条　　就業規則○○条に決めている育児休業は、生まれてから１年未満の実子、または養子を同居して養育する社員で、育児を申し出た男女社員の皆さんに適用します。
      ２　つぎの社員は、会社と社員代表との間で結んだ育児休業などに関する協定（以下「育児休業協定」といいます）により対象外とします。
1 勤続年数が１年未満の社員
2 育児休業申し出の日から１年以内に雇用関係が終了することになっている社員

3 １週間の所定労働日数が２日以下の社員
        ②配偶者（内縁を含みます）が、育児休業の申し出のあった子を養育している場合。
          ただし、配偶者がつぎのどれかのときは、育児休業の対象とします。
        　(1)ケガや病気、または心身の障害により、子を養育できない場合。
　　　　　(2)育児休業の申し出のあった子と同居していない場合。
　　　　　(3)６週間（多胎妊娠は１４週間）以内に出産予定、又は産後８週間以内の場合
　　　３　育児休業中の社員、又は配偶者が育児休業中である社員のいずれかで、次の事情がある場合は、子の１歳の誕生日から１歳６ヶ月までの間で必要な日数について育児休業することができます。ただし、育児休業を開始しようとする日はこの１歳の誕生日に限ります。

(1) 保育所に入所を希望しているが入所できない場合

(2) 社員の配偶者（育児休業の対象となる親であること）が、1歳以降育児に当たる予定であったにもかかわらず、死亡、又はケガや病気で養育できない場合
（休業期間）
第３条　　育児休業の期間は、原則として子が１才に達する日までのあいだの、社員が希望した期間とします。ただし、第２条第３項による場合は、子が１歳６ヶ月に達するまでとします。
      ２　育児休業中に、社員がつぎのいずれかに該当したときは、育児休業は終了します。
        ①育児休業にかかる子の死亡、または養育をしなくなったとき。
　　　　②産前産後休業が始まった場合、またはあらたに育児休業期間が始まったとき。
        ③育児休業協定の対象外に該当したとき。
（利用回数）
第４条　　１生児につき１回とします。
（申請の手続）
第５条　　産前予定日の1ヶ月前までに、育児休業申請書に必要な事項を記入し会社に提出してください。
（休業期間の延長）
第６条　　原則として休業期間終了の１ヶ月前までに申し出ることによって、休業期間を延長することができます。ただし、生児が満１年（第２条第３項による場合は１歳６ヶ月）に達したあとは延長できません。
（休業期間の短縮）
第７条　　やむを得ない理由があるときは、原則として出勤を希望する１ヶ月前までに申し出ることによって、休業期間を短縮することができます。
（休業期間中の給料と賞与）
第８条　　休業期間中の給料は支給しません。
　　　２　賞与は、その支給日に育児休業中であっても、賞与の計算期間内に出勤した日がある場合に限り、出勤日数に応じて日割りで支給します。
（社会保険料などの取扱い）
第９条　　休業期間中の社会保険の加入は継続し、保険料の自己負担分は法律により免除となります。
      ２　住民税なども本人負担とし、会社がいったん立て替えます。会社は、その額を毎月社員に通知しますので、請求した月の翌月末日までに会社の指定する金融機関に振り込んでください。
（復職）
第１０条　育児休業後の勤務は、原則として休業直前の部署、職務とします。ただし、社員の希望があるときや、組織の変更などやむを得ない事情がある場合は、部署や職務の変更をすることがあります。
      ２　復職したあとの給与は、休業開始時の給与に休業期間中のベースアップを加味して決定します。
（年次有給休暇）
第１１条　年次有給休暇の計算の根拠である出勤率の算定には、育児休業をした日は出勤したものとみなします。
      ２　育児休業の申し出前に、年次有給休暇の計画的付与に関する協定が結ばれていて、育児休業の途中で計画的付与の日が到来した場合は、年次有給休暇をとったものとして、その月の給与支払日に支給します。
（退職金計算の取扱い）
第１２条　育児休業期間中の退職金の計算上には、育児休業の期間は勤務をしなかったものとみなし、勤続年数に算入しません。
　　　２　育児休業が終了したあと、復職しないで退職したときの退職金の基礎額は、休業を開始する直前の給与によります。
（育児短時間勤務の取扱い）
第１３条　１歳未満の子を養育する社員で、会社に申し出ることにより休業に替えて育児短時間勤務の適用を受けることができます。
　　　　　　・所定労働時間　午前○○時から午後○○時まで
　　　　　　・休憩時間は通常のとおりです。
　　　　　なお、女子社員は１日に２回、それぞれ３０分の育児時間を別にとることができます。
　　　２　この適用を受ける社員の給与については、基本給から勤務しない時間の分の額を控除します。ただし、そのほかの手当については給与規程にしたがって支給します。
　　　３　昇給と退職金の計算にあたっては、制度の適用を受ける期間は、通常の勤務をしたものとして取り扱います。
（子の看護休暇）

第１４条　小学校に入学する以前の子を養育する社員は、その子がケガや病気のために世話をしなけらばならなくなった場合は、通常の年次有給休暇とは別に、１年間につき５日を限度として、子の看護休暇を与えます。なお、１年間とは４月１日から翌年３月３１日までの期間とします。

　　　２　前項の社員のうち、労使協定によって下記の社員は対象外とします。

1 入社６ヶ月未満の社員

2 １週間の所定労働日数が２日以下の社員

　　　３　給与、賞与、定期昇給および退職金の算定に当たっては、、看護休暇期間は通常の勤務をしたものとみなします。
（時間外労働の制限）

第１５条　小学校入学以前の子を養育する社員が請求した場合は、時間外労働に関する協定（３６協定）にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、１ヶ月について２４時間、１年間について１５０時間を越えて時間外労働をさせることはありません。

（深夜業の制限）

第１６条　小学校入学以前の子を養育する社員が請求した場合は、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後１０時から午前５時までの深夜労働をさせることはありません。
（法令との関係）
第１７条　本規程に決めていないことについては、育児休業法やそのほか法令の定めるところによります。
（施行日）
第１８条　本規程は、平成○年○月○日より施行します。
